
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 
 

 

2021年4月1日から9月末までの「私立高校生・中学生の経済的理由による退学と学費滞納調査」の結果について文科省にて記 

者会見を行いました。３４都道府県３４７校から提出いただきました。 

記者発表には、NHK、読売、共同通信社などが参加しました。本日掲載された記事は以下の通りです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

全国私私学助成をすすめる会 
(事務局：全国私立学校教職員組合) 

No.22  2021年11月30日（火） 
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しんぶん赤旗 2021年11月30日 


